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１節 世論調査の概要 

 現代の公共政策の決定において、世論の動向は重要な意味を持っている。社会学や社会心理学

の立場からは、公共政策に関する世論調査が古くから行われており、比較的新しいものとして武

川（2006）が挙げられる。経済学においても、橘木（2007）が「政府の大きさ」をキーワードに

調査を実施している。また、政治学においては古くから投票行動分析が行われており、近年でも

池田謙一・東京大学教授を中心とする「21 世紀初頭の投票行動の全国的・時系列的調査研究」

（JESⅢ）をもとにした池田（2007）といった実証研究がある。また、「東京大学・朝日新聞社共

同世論調査」も貴重なデータを提供してくれる。 
 本稿では、「社会規範・政策選好・世論の形成メカニズムに関するパネル調査」の一環として

2013年 3月 14日から同年 3月 19日にかけてインターネット上で実施されたアンケート調査の

データを用いる。同調査は日本全国の 20～69歳男女を対象としており、調査会社である日経リ

サーチを通じて 2747の回答を得た。この調査の特徴は、経済政策を中心に様々な政策について

の選好を問うための質問に加えて、幸福感やライフスタイルについての質問を数多く設け、政策

選好を特徴付ける人々の属性や資質を明らかにすることを試みている点にある。具体的には、各

人の政策に対する支持の状況や社会全体に対する現状満足度、および年収や家族構成といった個

人的事柄などについて尋ねている。 
 まず、調査結果の概要について確認するため、内閣府「平成 22 年度国勢調査」などの政府統

計や「東京大学谷口研究室・朝日新聞共同調査」の 2013年調査との比較を行った。 

                                                      
＊ 本研究は JSPS科研費 25285093の助成を受けたものである。 
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表 1 性比 
 調査結果 国勢調査 東大・朝日 

男性 56.6% 50.1% 49.6% 
女性 43.4% 49.9% 50.4% 

 
表 2 地域分布 

 調査結果 国勢調査 東大・朝日 
北海道・東北 12.9% 11.3% 12.4% 

関東 30.5% 34.6% 33.3% 
甲信越 5.4% 6.3% 7.0% 
中部 14.9% 12.9% 13.2% 
関西 16.8% 15.3% 14.6% 
中国 6.6% 5.7% 5.8% 
四国 2.9% 3.0% 3.2% 

九州・沖縄 10.0% 11.0% 10.5% 
 

表 3 年齢分布 
 調査結果 国勢調査 東大・朝日 

20代 16.6% 16.5% 11.2% 
30代 21.3% 21.8% 17.2% 
40代 17.3% 20.2% 21.3% 
50代 19.0% 19.6% 24.7% 
60代 26.4% 21.9% 25.5% 

 
表 4 政策関心 

 調査結果 東大・朝日 

政策関心 

外交・安全保障政策 25.6% 25.5% 
財政・金融政策 29.0% 29.8% 
農林漁業・食糧政策 7.6% 4.4% 
教育・育児政策 20.2% 14.6% 
年金・医療・介護政策 52.9% 36.0% 
雇用政策 20.6% 19.2% 
行政改革 10.7% 13.8% 
震災復興・防災政策 20.7% 20.2% 
原発・エネルギー政策 36.4% 23.0% 
その他 1.0% 48.6% 
以上のどれにも関心はない 12.2% 21.7% 
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２節 消費税増税に対する反応 

1.1 関連研究の整理 

 小林（2014）は標準的なミクロ経済学における異時点間の消費選択モデルでは、異時点間の代

替効果は説明できるが、駆け込み消費とその反動減を説明することは困難であるとし、駆け込み

消費のメカニズムについて考察している。まず、単純な 2期間モデルを用いて、消費税率の上昇

がもたらす所得効果と代替効果の整理を行なっている。消費税率の上昇によって来期の価格が今

期に対して割高になるため、代替効果によって今期の消費が増える一方、価格の上昇は所得効果

をもたらし、今期の消費も来期の消費も減ることを指摘している。2つの効果を合わせると、将

来消費は確実に減少するのに対して、今期の消費が増加するのか減少するのかは確定しないとし

ている。しかし、これだけでは駆け込み需要を再現できないとして、消費と支出を区別し、耐久

性を導入したモデルを展開している。代替の弾力性と耐久性のパラメータを操作することによっ

て、実際の駆け込み需要の定量的水準を再現できるとも指摘している。 

 Cashin and Unayama (2011)は 1997年の消費税率上昇が家計支出にどの程度影響するかを「家計

調査」の集計データを使用して検証している。そこでは、消費税率上昇直前の四半期において、

消費税率上昇がなかった場合と比較して約 3万円の支出増が見られたとしている。一方、所得効

果はほとんどないと指摘している。また、耐久財や非耐久財のうち保存ができる財・サービスで

は異時点間の代替が観察されたとし、異時点間の代替効果を考慮すると、消費増税実施後の家計

支出には税率の上昇は影響しないと述べている。 

 Watanabe et al. (2001) は、税の種類を 4つに分類し、それらの税政策が消費者の支出にどのよう

な影響を与えるか研究することを目的としている。税の種類は、一時的な税の変更か継続的な税

の変更か、期待された変更か期待されていない変更か、をもとに分類されている。そのなかで消

費税率の変更は継続的な税の変更に分類されており、アナウンスメントが行なわれたのは 1994

年 9 月 22 日としている。また、恒常所得仮説によればアナウンスメント時に消費者の消費支出

に影響を与え、実施時には影響しないことを前提に、税制変更のアナウンスメント時に消費支出

に影響があるのか、または税制変更実施時に影響があるのかの分析を行なっている。そこで、消

費者を 4つのタイプに分類を行なっている。1つ目は、現在の可処分所得によって消費を調整す

る current income consumersであり、彼らは一時的な変更か継続的な変更化を区別せず、アナウン

スメントのタイミングでは反応せず、実施のタイミングで反応する。2つ目は、一時的な変更と

継続的な変更を区別し、ショックの継続性に依存して反応を調整する、permanent income consumers

である。彼らはアナウンスメント時点でのみ反応する。3つ目は、一時的な変更と継続的な変更

を区別し、アナウンスメント時ではなく実施時に反応する、near-rational consumers と呼ばれるも

のである。最後のタイプは、すべての税の変更に反応しない Ricardian consumersと分類される。 
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1.2 個票データの分析 

 消費税増税に伴う消費者の行動変化を観察するにあたっては、質問項目のうちから以下の 2問

を用いた。文面は質問票から引用したものである。 
 
 問１．「消費税増税の決定によって、現時点であなたの消費行動はどう変わりましたか。」 
 問２．「消費税の増税が実施された後、あなたの消費行動はどう変わると思いますか。」 
 
 これらに対する選択肢は「消費を減らした」、「どちらかといえば消費を減らした」、「特に変わ

らない」、「どちらかといえば消費を増やした」、「消費を増やした」、「わからない」の 6つである。

問 1は増税実施前の消費行動を表しており、問 2は実施後に予測される消費行動を表しているた

め、両者の変化により消費者の行動を整理することができる。 
 表 5は表側に問 1の各選択肢における回答者数を、表頭に問 2における回答者数を置いたクロ

ス表である。増税実施前の消費行動については各選択肢について一定以上のサンプルが確認され

るものの、実施後については消費量増加を選んだサンプルが明らかに少なく、増税による消費者

心理の冷え込みを物語っている。しかしどちらにおいても消費行動を変えないとするサンプルが

最大多数を占めており、増税によるマクロ経済に対する影響の程度は推測できない。表内部の枠

線は、本稿において用いる消費者の行動分類である。全体を 7パターンに整理した。 
 

表 5 消費税増税に対する反応パターン 

 
 

増税実施後消費行動

計
減少 比較的減少 不変 比較的増加 増加

増
税
決
定
後
消
費
行
動

減少 174 4 2 0 0 180

比較的減少 70 254 23 0 0 347

不変 75 410 1,132 5 0 1,622

比較的増加 63 197 115 22 1 398

増加 56 36 18 3 1 114

計 438 901 1,290 30 2 2,661

1

2

3

4

7

5 6
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 act1 と act2 は消費増税に対してネガティブに反応したグループである。まず、act1 は増税実

施前後のどちらにおいても消費を減少させているサンプルの集合であり、所謂「買い控え」行動

を選択した人々がここに含まれる。次に 2については、増税実施前は消費行動を変えず、実施後

に消費を控えたサンプルで構成されている。そのため、今回の設問では増税により消費量は減ら

していても消費額は一定である可能性も考えられる。 
 act3は増税実施前に消費を増やし、増税実施後に消費を控えたグループであり、これは「買い

溜め」または「駆け込み需要」行動であると言える。act3は消費増税に対して過敏に反応してお

り、消費増税の影響を考える上で注目すべきグループであると言えよう。 
 表の中央上部にあたる act4 は、増税実施前に消費を減らした後に行動を変えないという選択

をしている。実施後の消費行動に関する比較対象が問 1の実施前であった場合は消費減少の継続

として捉えられ act1 と似ているが、比較対象が消費税に関わらない平常時であった場合は別の

枠組みであるとみなせる。また、中央下部の act5 については、増税実施前に消費を増加させ、

実施後に行動を変えない選択を行ったサンプルが含まれているが、act4 と同様の理由で独立し

た分類として整理してある。ただし、いずれも極めて少数であり、全体への影響はそれほど大き

くないと考えられる。 
 act6に含まれるのは増税実施前後どちらにおいても消費を増やすサンプルで、消費税増税の文

脈からこのような行動を合理的に説明することは難しい。しかし、サンプルあまり多くないこと、

次に述べる回答時間によるスクリーニングにより 7割以上のサンプルが脱落したことから、以降

の本稿における分析では除外する。 
 最後に act7 は、消費税増税に関わらず消費行動を変えないサンプルの集合であり、サイズは

全分類中最大である。各分類のサイズと比率については表 6および図 1にまとめた。なお、表 2
の act6に関しては 1％に満たないため、表示上 0％となっている。 
 ところで、先述の通り、アンケート調査の回答数は 2747である。本分析に用いたアンケート

調査は、質問項目は 200 近くに及び、10 を超える選択肢を持つ項目も多いうえに専門的な政策

判断など難易度の高い質問も複数存在する。平均的な回答時間は約 23 分で、回答者に対して一

定上の集中力と時間を要求するものであったと言える。よって、極端に短時間で回答を終えたサ

ンプルに関しては結果の信頼性が低く除外して分析すべきであると考えられる。そこで本稿にお

ける分析には、回答時間の下位 10％、具体的には約 8 分以下で回答を終えた 273 のサンプルを

あらかじめ除外したデータを用いた。このスクリーニングにより、平均して 10%のサンプルが除

外されたのに対して、合理的な行動としては説明が難しい act6に含まれるサンプルのうち 70％
が除外された。 
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  表 6 消費税増税に対する反応パターン    図 1 反応パターンの割合 

 
 実際に分析に用いたデータの記述統計量は表 7に示した。性差、年齢や、子どもの有無、幸福

度などに差異のあることがわかる。とりわけ、act3 の駆け込み需要グループには女性が多く、

act7 の不変グループには男性が多い。駆け込み需要グループには子持ちも多い。act1 の減少→
減少というネガティブなグループでは幸福度や経済的満足度が低いのに対して、act7 不変グル

ープでは幸福度や経済的満足度が相対的に高い。また、不変グループで、現内閣支持が最も高く

なっている。現状に対する満足感が消費行動のパターンと強い相関を持っていると考えられるの

である。 
表 7 反応パターン別記述統計量 

 
 

平均
標準
偏差

平均
標準
偏差

平均
標準
偏差

平均
標準
偏差

平均
標準
偏差

平均
標準
偏差

平均
標準
偏差

女性ダミー 0.44 0.50 0.42 0.49 0.48 0.50 0.63 0.48 0.50 0.51 0.52 0.50 0.35 0.48

年齢 47.65 13.80 50.07 13.53 48.29 14.06 43.08 12.83 50.35 14.65 42.39 13.33 48.35 13.69

同居家族人数 2.79 1.25 2.79 1.21 2.83 1.26 2.89 1.27 3.10 1.59 2.83 1.30 2.74 1.23

既婚者ダミー 0.65 0.48 0.67 0.47 0.67 0.47 0.65 0.48 0.70 0.47 0.63 0.48 0.65 0.48

子持ちダミー 0.24 0.43 0.22 0.42 0.24 0.43 0.32 0.47 0.15 0.37 0.25 0.43 0.23 0.42

個人所得 2.32 1.52 2.17 1.33 2.15 1.39 2.02 1.34 1.70 0.98 2.47 1.66 2.55 1.66

世帯所得 3.72 1.74 3.41 1.77 3.49 1.64 3.74 1.63 3.93 1.71 4.04 1.86 3.90 1.78

配偶者所得 2.22 1.50 2.14 1.53 2.09 1.32 2.64 1.39 2.45 1.57 2.47 1.62 2.13 1.55

教育年数 14.79 1.90 14.59 1.95 14.66 1.89 14.89 1.78 14.00 1.84 14.91 1.90 14.90 1.91

幸福度 3.48 1.07 3.16 1.21 3.46 1.07 3.51 1.08 3.30 1.26 3.73 1.00 3.59 0.97

経済的満足度 2.72 1.19 2.26 1.18 2.51 1.13 2.62 1.18 2.35 1.23 3.07 1.19 3.01 1.13

政治的翼 5.83 1.87 5.49 1.98 5.80 1.77 5.47 1.70 5.31 2.18 6.34 1.89 6.02 1.87

内閣支持 3.03 1.28 2.60 1.33 2.92 1.27 2.96 1.23 3.15 1.23 3.30 1.20 3.26 1.24

サンプルサイズ

act7

2425 444 462 339 20 114 1038

全体 act1 act2 act3 act4 act5

増税前 増税後

act1 444 減少 → 減少

act2 462 不変 → 減少

act3 339 増加 → 減少

act4 20 減少 → 不変

act5 114 増加 → 不変

act6 8 増加 → 増加

act7 1,038 不変 → 不変

合計 2,425

消費行動消費行動
分類

サンプル
サイズ

act1
18%

act2
19%

act3
14%act4

1%
act5
5%

act6
0%

act7
43%
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３節 経済政策に関する選好パターン 

 本調査は、経済政策に関する選好をかなり詳しく尋ねている点に特徴がある。本節では、経済

政策に関する設問と消費税率に関する設問の回答に対して主成分分析を適用し、経済政策に関す

る選好の構造を明らかにすることを試みる。 
 表 8は今回の調査で尋ねた経済政策に関する設問の一覧である1。これらの設問に対して 1～5
の数値で回答してもらい、肯定的であれば 5、否定的であれば 1となっている。 
 なお、下記設問以外に、より政治的な質問項目も存在するが、政治的質問を主成分分析に加え

たところ、政治的な設問のみで独立した１つの主成分を構成する傾向が強く、経済政策に関する

設問との強い関連性は認められなかった。また、政治的な質問項目の存在により、経済政策に関

わる主成分の抽出傾向にも変化は見られなかった。したがって、以下では分析を経済政策に関す

る設問のみに絞る。 
 

表 8 経済政策に関する設問 
表記 設問 

小さな政府 政府のサービスが悪くなっても、お金のかからない小さな政府の方が良い。 

財政出動 景気が悪化しているときは、財政再建を一時的に棚上げしても財政出動を行うべきだ。 

財政赤字心配なし 国債は安定的に消化されており、財政赤字を心配する必要はない。 

国債抑制 財政赤字は危機的水準にあり、国債発行を抑制すべきだ。 

軽減税率 消費税の増税を続けるなら、生活必需品（食品・教育費等）に軽減税率を導入するべきだ。 

社会保障目的消費税 消費税の使途を社会保障目的に限定するべきだ。 

累進課税 消費税の税率を引き上げるより、高所得者に対する所得課税を強化すべきだ。 

相続税重課 消費税の税率を引き上げるより、相続税の税率を引き上げるべきだ。 

高齢者医療無料 75 歳以上の高齢者の医療費は無料であるべきだ。 

子ども医療費無料 子どもの医療費は無料であるべきだ。 

積立方式 公的年金の財政方式については、賦課方式より積立方式が望ましい。 

給付↓＞保険料↑ 年金制度維持のために、現役層の保険料引き上げより、高齢者への給付引き下げが望ましい。 

税金＞保険料 年金財政の財源として、保険料より税金が望ましい。 

雇用確保の公共事業 景気が悪いとき、雇用確保を目的とした公共事業をもっと増やすべきだ。 

インフラ整備 社会的インフラの整備を目的とした公共事業をもっと増やすべきだ。 

インフレ目標 デフレのとき、日本銀行はインフレ目標を設定して積極的に市中に出回るお金を増やすべきだ。 

円安政策 景気が悪いとき、輸出競争力を改善するために、日本銀行は円安を目標として行動すべきだ。 

自由貿易 自由貿易を原則とし、関税等により特定の産業を保護するべきではない。 

医薬品販売自由化 医薬品のインターネット販売は基本的に許可されるべきだ。 

食料自給率↑ 国内農業を保護して、食料自給率を上げるべきだ。 

公務員数↓ 公務員の総数を減らすべきだ。 

公務員給与↓ 公務員の給与水準を引き下げるべきだ。 

解雇要件緩和 企業が労働者を解雇する要件を緩和すべきだ。 

専業主婦優遇廃止 税制や年金制度において専業主婦が優遇されるのは望ましくない。 

結果の平等 経済格差の現状を考えると、もっと結果の平等に配慮した政策が必要だ。 

公的福祉制度抑制 人々の勤労意欲を減退させないよう、公的な福祉制度は抑制すべきだ。 

保育園＞世帯毎補助 子どものいる家庭に個別に経済的補助を行うより、保育園等の施設を整備すべきだ。 

                                                      
1 設問の順序をランダムに変更し、質問の順序が結果に影響しないか否かを検証することが可能な設計と

なっている。これまでの分析では、質問順序による有意な差は検出されていない。 
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 以上の設問に加えて、以下のような消費税率に関する設問を主成分分析の対象とする。これら

の変数はパーセント表示の税率として数値化した。 
 

消費税率に関する設問 
【設問】2014年 4月に、消費税の税率を 5％から 8％に引き上げることが決まっています。2015年 10月に

は、さらに消費税の税率を 8％から 10％に引き上げることが予定されています。次のそれぞれのタイミン

グで、消費税の税率はどの程度にするのが適切だと思いますか。あなたが適切であると考える水準に最も

近いものを選んで下さい。 
【タイミング】 2014年 4月時点   2015年 10月時点   10年後 
【選択肢】   0%   3%   5%   8%   10%   15%   20%以上 

 
 表 9は主成分分析の結果を示したものである2。一見して注目を集めるのは、消費税率に関わる

3変数の固有ベクトルがいずれも大きく正となっている主成分が 2つ存在するという点である。

そのうち、主成分 1は「軽減税率」、「社会保障目的消費税」、「累進課税」、「相続税重課」、「高齢

者医療無料」、「結果の平等」などがやや大きめの負値をとっている。つまり、主成分 1の大きさ

は、消費税増税に賛成すると同時に、再分配を弱める政策選好を示していると考えられる。逆に、

主成分 1の値がマイナスであれば、消費税に反対、再分配を強める動きに賛成と判断できる。こ

こでは、主成分 1を「税制改革」と呼ぶことにしよう。 
 これに対して、消費税率が正値となる残りの主成分 4は「国債抑制」、「社会保障目的消費税」、

「高齢者医療無料」、「税金＞保険料」、「結果の平等」で正値、「財政赤字心配なし」、「給付↓＞保

険料↑」、「解雇要件緩和」、「公的福祉制度抑制」で負値をとる。すなわち、主成分 4の値は、消

費税増税に賛成すると同時に、財政再建も睨みながら現行の社会保障制度を維持しようという選

好を持つサンプルで大きくなる。我々は主成分 4を「社会保障目的消費税」と呼ぶことにする。 
 主成分 2と主成分 3は「財政出動」と「インフレ目標」の固有ベクトルが正となっている点で

共通しているが、他の多くの点で異なる選好を示している。まず、主成分 2 は、「財政赤字心配

なし」、「雇用確保目的の公共事業」、「インフレ目標」、「インフラ整備」に賛成するほど、「小さ

な政府」、「国債抑制」、「公務員数↓」、「公務員給与↓」に反対するほど、その値を大きくする。そ

こで、主成分 2を「財政出動」と呼ぶことにしよう。これに対して、大きな主成分 3を持つサン

プルでは、「小さな政府」、「積立方式」、「インフレ目標」「円安政策」、「自由貿易」、「公務員数↓」、
「公務員給与↓」、「公的福祉制度抑制」、「保育園＞世帯毎補助」に賛成する傾向にある。やや弱い

正の固有ベクトル箇所もあわせて、概ね現政権の政策に近い選好に見える。以下では、この主成

分 3を「アベノミクス」と呼ぶ3。 

                                                      
2 固有値が 1以上の主成分は 30個中 12個、寄与度の上位 8つまでで累積寄与度がおよそ 50％であった。 
3 現政権支持率との関係は次節で検討する。 
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 最後に、主成分 5 は「財政赤字心配なし」で負、「国債抑制」で正の固有ベクトルとなってい

る点が象徴的である。その他、「高齢者医療費無料」に反対、「積立方式」と「給付↓＞保険料↑」

に賛成する傾向が見られる。全体として、主成分 5は「財政再建」指標となっていると考えられ

る。ただし、「公務員数↓」、「公務員給与↓」に反対の傾向にあり、政府の縮小に両手を挙げて賛

成というわけではない。 
表 9 政策選好の主成分分析：  

 主成分 1 主成分 2 主成分 3 主成分 4 主成分 5 
固有値 3.341 2.948 2.603 2.046 1.478 
寄与度 0.111 0.098 0.087 0.068 0.049 

累積 0.111 0.210 0.296 0.365 0.414 

（固有ベクトル） 税制改革 財政出動 アベノミクス 社会保障 
目的消費税 財政再建 

政策 

小さな政府 0.014 -0.214 0.246 -0.120 -0.071 
財政出動 0.033 0.358 0.175 -0.016 -0.046 

財政赤字心配なし 0.006 0.331 0.020 -0.177 -0.239 
国債抑制 -0.003 -0.339 0.101 0.173 0.232 
軽減税率 -0.269 -0.018 0.172 0.141 0.152 

社会保障目的消費税 -0.257 -0.085 0.179 0.169 0.021 
累進課税 -0.246 -0.065 0.157 0.117 0.107 

相続税重課 -0.194 -0.020 0.152 0.086 0.097 
高齢者医療無料 -0.232 0.104 0.049 0.187 -0.327 

子ども医療費無料 -0.115 0.075 0.071 0.138 0.067 
積立方式 0.050 -0.075 0.254 -0.059 0.277 

給付↓＞保険料↑ 0.163 0.013 0.104 -0.207 0.422 
税金＞保険料 -0.021 0.015 0.133 0.189 -0.138 

雇用確保の公共事業 -0.013 0.411 0.141 0.123 0.004 
インフラ整備 0.030 0.396 0.148 0.102 -0.026 
インフレ目標 0.096 0.260 0.288 0.014 0.074 

円安政策 0.119 0.178 0.290 0.014 0.090 
自由貿易 0.110 -0.135 0.255 -0.189 -0.173 

医薬品販売自由化 0.087 -0.039 0.176 -0.127 -0.006 
食料自給率↑ -0.196 0.117 -0.004 0.230 0.183 

公務員数↓ -0.073 -0.243 0.332 -0.051 -0.342 
公務員給与↓ -0.100 -0.174 0.326 -0.057 -0.375 

解雇要件緩和 0.159 0.060 0.165 -0.209 -0.043 
専業主婦優遇廃止 0.110 -0.047 0.120 -0.115 0.140 

結果の平等 -0.272 -0.007 0.122 0.228 0.137 
公的福祉制度抑制 0.113 0.010 0.243 -0.237 0.163 
保育園＞世帯補助 0.070 -0.036 0.216 0.133 0.186 

消費税 
（％） 

2014 年 4 月 0.378 -0.052 0.014 0.355 -0.087 
2015 年 10 月 0.394 -0.063 0.038 0.394 -0.069 

10 年後 0.376 -0.081 0.061 0.345 -0.065 
注：赤≧0.2、0.2＞黄≧0.15、－0.15≧緑＞－0.2、－0.2≧青。 
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４節 政策選好パターンと諸変数の関係 

 前節で得られた 5つの主成分について、サンプル属性など他の変数との関係について検討しよ

う。そのために、以下では他の変数の値別に 5つの主成分得点の平均値を比較する。 
 まず、主要属性別に主成分得点を計算した結果が表 10 である。全体として、大きな得点差や

傾向はそれほど多くない。20代の若者に「財政出動」と「財政再建」の傾向が強く、学歴による

差異も若干見られるが、それ以外に注目に値する結果は得られなかった。 
 

表 10 属性別主成分得点 

 税制改革 財政出動 アベノミクス 社会保障 
目的消費税 財政再建 

性別 
男 0.258 -0.126 0.147 -0.068 -0.154 
女 -0.156 0.096 -0.064 -0.002 0.093 

年齢 

20 代 0.409 0.734 -0.329 -0.224 0.656 
30 代 0.249 0.208 -0.132 -0.450 0.148 
40 代 0.186 -0.023 0.209 -0.281 -0.028 
50 代 0.052 -0.197 0.219 0.059 -0.105 
60 代 -0.075 -0.380 0.166 0.315 -0.432 

学歴 

小中 -0.007 -0.516 0.627 -0.358 -0.810 
高校 -0.351 0.155 0.244 0.134 -0.194 
各種・専修 -0.225 0.447 0.212 0.108 -0.164 
短大・専門 -0.352 0.218 0.069 0.157 -0.099 
大学 0.320 -0.227 0.019 -0.135 -0.028 
大学院 0.984 -0.067 -0.199 -0.299 0.232 

結婚 
未婚 0.176 0.209 0.036 -0.247 0.148 
既婚 0.105 -0.154 0.076 0.022 -0.141 

利き腕 
右 0.121 -0.043 0.061 -0.031 -0.067 
左 -0.056 -0.110 0.238 -0.261 -0.047 

血液型 

A 0.244 0.013 0.096 -0.124 -0.044 
B -0.091 -0.144 -0.088 -0.038 -0.064 
O 0.118 -0.114 0.143 0.044 -0.082 
AB 0.092 0.192 0.172 0.060 -0.058 

ブラウザ 
IE 0.184 -0.081 0.177 0.044 -0.115 
その他 -0.021 0.014 -0.116 -0.203 0.022 

OS 
Win 0.197 -0.018 0.136 -0.004 -0.073 
その他 -0.217 -0.154 -0.168 -0.198 -0.039 

携帯電話 
docomo 0.258 -0.148 0.057 -0.008 -0.058 
その他 0.002 0.028 0.083 -0.072 -0.072 

コーヒー 
ショップ 

スタバ 0.334 0.076 0.151 0.067 -0.003 
ドトール 0.016 -0.335 0.227 -0.165 0.084 
その他 -0.004 -0.128 -0.023 -0.075 -0.129 

注：赤≧0.5、緑≦－0.5。 
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 表 11 は幸福度や経済的満足度別の主成分得点である。幸福であればあるほど、満足であれば

あるほど「税制改革」（消費税増税＋再分配弱化）に肯定的となっている。同様の傾向は安倍内

閣の支持率でも確認できる。すなわち、安倍内閣に対する支持が強ければ強いほど、「税制改革」

に賛成する傾向が確認できる。「財政出動」も同じ傾向にあるが、「アベノミクス」ではその関係

はやや弱かった。総じて、現状に肯定的か否かが、ある種の政策選好には非常に重要な影響を及

ぼしていると考えられる。 
 

表 11 現状満足度と主成分得点 

 税制改革 財政出動 アベノミクス 社会保障 
目的消費税 財政再建 

幸福度 

不幸 -1.081 0.029 0.666 -0.689 0.039 
↑ -0.416 0.091 -0.031 -0.007 -0.140 
中 0.019 -0.020 -0.087 -0.132 -0.221 
↓ 0.310 -0.086 0.111 0.037 -0.016 

幸福 0.620 -0.117 -0.005 0.084 -0.001 

経済状態 
（満足度） 

不満 -0.803 0.222 0.422 -0.197 -0.003 
↑ -0.176 -0.004 -0.057 0.076 -0.159 
中 0.249 0.015 -0.124 -0.004 -0.169 
↓ 0.683 -0.223 0.072 -0.087 0.056 

満足 0.947 -0.588 0.321 0.034 -0.182 

安倍内閣支持 

弱 -1.240 -0.941 -0.284 0.082 0.051 
↑ -0.324 -0.412 -0.088 0.087 -0.034 
中 -0.090 0.021 -0.222 -0.118 -0.135 
↓ 0.630 0.154 0.315 -0.053 -0.045 
強 1.420 0.929 0.634 -0.215 -0.185 

注：赤≧0.5、緑≦－0.5。 

 
 
 表 12 はメディア接触による主成分得点の違いをまとめたものである。単発的に主成分得点の

大小が確認される箇所はあるものの、一定の傾向を示している箇所は確認できなかった。この点

は、割愛したラジオや雑誌でも同様である。 
 インターネットについても顕著な傾向は見られない。ネット閲覧頻度が少ない方が「税制改革」

に好意的である傾向は見られるものの、強い傾向とまでは言えない。 
 全体として、メディア視聴・閲覧が経済政策に関する選好に強い影響を及ぼしているとの証拠

は得られなかった。 
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表 12 メディア視聴・閲覧と主成分得点 

 税制改革 財政出動 アベノミクス 社会保障 
目的消費税 財政再建 

テレビ 

少 0.724 0.334 -0.113 -0.345 0.258 
↑ 0.290 -0.722 -0.081 -0.383 0.148 
↑ 0.374 0.427 -0.510 -0.384 0.182 
中 -0.606 -0.195 -0.442 -0.170 0.704 
↓ 0.328 -0.075 -0.140 -0.524 -0.024 
↓ 0.357 -0.304 -0.166 -0.362 0.119 
多 0.075 -0.029 0.126 0.021 -0.110 

新聞 

少 -0.044 0.180 0.050 -0.213 -0.093 
↑ 0.010 0.345 -0.117 -0.196 0.198 
↑ -0.092 0.306 -0.147 -0.107 -0.242 
中 0.261 0.005 -0.499 -0.298 0.292 
↓ -0.146 -0.032 -0.100 -0.284 -0.024 
↓ 0.284 0.014 0.083 -0.115 0.148 
多 0.139 -0.153 0.157 0.043 -0.126 

ネット 

少 0.902 -0.021 -0.551 0.329 -0.357 
↑ 0.777 1.245 -0.306 0.068 -0.616 
↑ -0.251 -0.938 -0.367 1.283 0.177 
中 0.383 -0.259 -0.488 0.188 0.303 
↓ -0.482 -0.054 -0.083 -0.086 0.171 
↓ 0.094 -0.296 -0.364 -0.171 -0.067 
多 0.125 -0.030 0.117 -0.041 -0.077 

注：赤≧0.5、緑≦－0.5。 

 
 
 表 13 によると、メディアに対する信頼度の指標を用いても、顕著な傾向は見られないことが

わかる。強いてあげれば、SNSに対する信頼度が「税制改革」に傾向的な影響を及ぼしている可

能性は存在する。また、弱いながらも、新聞が「社会保障目的消費税」に影響をもたらしている

可能性があることは興味深い。 
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表 13 メディア信頼度と主成分得点 

 税制改革 財政出動 アベノミクス 社会保障 
目的消費税 財政再建 

テレビ 

弱 -0.270 0.213 0.265 -0.331 0.055 
↑ 0.377 -0.265 -0.139 -0.265 -0.001 
中 0.003 -0.173 -0.097 -0.112 -0.123 
↓ 0.128 0.030 0.114 0.099 -0.076 
強 0.010 0.256 1.059 0.145 -0.047 

新聞 

弱 -0.198 0.447 0.238 -0.588 0.334 
↑ 0.230 0.013 0.019 -0.292 -0.113 
中 0.043 -0.143 -0.174 -0.145 -0.130 
↓ 0.141 -0.081 0.080 0.055 -0.090 
強 0.214 -0.061 0.722 0.304 0.113 

SNS 

弱 0.379 -0.333 0.220 0.044 -0.081 
↑ 0.276 -0.079 0.033 -0.027 0.063 
中 0.116 0.111 -0.002 -0.083 -0.107 
↓ -0.505 0.039 0.195 -0.322 0.087 
強 -0.554 1.543 -0.265 0.030 -0.873 

注：赤≧0.5、緑≦－0.5。 

 

 

 最後に、消費税増税に対する反応パターン別に主成分得点を確認しよう。表 14 によると、大

きな差異が確認されるのは「税制改革」のみである。その他の主成分についてはパターン別の差

異はそれほど大きくない。 

 大まかにいえば、「税制改革」に賛成の傾向が強いと消費税増税に反応せず、反対だと増税に

対して最もネガティブに反応する。政策の選好によって実際の行動パターンが異なるのである。 

 

 
表 14 消費税増税に対する反応と主成分得点 

 税制改革 財政出動 アベノミクス 社会保障 
目的消費税 財政再建 

act1 減少→減少 -1.040 -0.293 0.219 -0.222 -0.156 
act2 不変→減少 -0.278 -0.297 0.099 0.149 0.063 
act3 増加→減少 -0.094 0.024 -0.031 -0.013 0.169 
act7 不変→不変 0.784 0.106 0.042 -0.065 -0.150 

注：赤≧0.5、緑≦－0.5。 
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５節 まとめ 

 本稿では、アンケート調査のデータを基に、①消費税増税に対する反応パターンの分析、②経

済政策の選好パターンに関する主成分分析、③属性別政策選好の比較、を行った。 
 いくつかの重要な事実が確認されたが、ここでは 3点のみ確認しておこう。 

 消費税増税に対して無反応なサンプルが最も多い。ネガティブに反応するグループや駆け込

み需要タイプは多数派とは言えない。 
 政策選好について、「税制改革」、「財政出動」、「アベノミクス」、「社会保障目的消費税」、「財

政再建」の 5つが独立した指標として抽出された。これら 5つの指標は相対立するものでは

なく、あくまで独立した指標である。例えば、「財政出動」と「財政再建」は必ずしも排他的

ではない。すなわち、「財政出動」を選好しながら、「財政再建」も選好することがあり得る。 
 多くの属性は政策選好と強いつながりを持たないが、現状に対する肯定は政策選好に影響を

及ぼしている可能性がある。また、政策選好は現実の消費行動パターンに大きな影響を及ぼ

す。 
 
 本稿の分析は予備的なものであり、調査票の設計、分析手法の選択、分析結果の解釈などに課

題は多い。とりわけ、回帰分析手法の適用による要因分析は今後の重要な研究課題である。 
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